
１　一般会計

(1) 収支決算の状況

　　平成28年度の決算額は、歳入総額 194億4,322万円（対前年度比18.5％減）に対し、歳出総

　額181億9,926万円（対前年度比19.9％減）で、実質収支は8億4,254万円の黒字となりました。

　　関本中学校区小・中一貫校建設事業、図書館建設事業、消防庁舎建設事業費の減等により、

　決算額が前年度に比べ、大幅に減額となっています。

※ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源

(2) 歳入決算の状況

　歳入のうち、市税は、市民税法人分が法人の業績向上等により増、固定資産税も家屋、償却

資産が増となったため、市税全体として、3.2％増の1億8,079万円の増となりました。

　地方消費税交付金は、平成27年度の地方消費税の一時的な増収分がなくなったため、11.2％

減の8,770万円減となっています。

　地方交付税は、7.7％減の3億1,349万円が減となっています。

　普通交付税は、主に基準財政需要額において、平成27年国勢調査人口が適用され、前回調査

に比べ、人口が減となったことに伴い4,327万円の減。震災復興特別交付税は、復興交付金事

業費の減により地方負担分が減額になったため、2億8,678万円が減となりました。

　国庫支出金は、関本中学校区小・中一貫校建設事業・小中学校施設耐震補強事業等に伴う国

庫補助金などが減となったため、9.2％減の2億6,506万円減となりました。

　県支出金は、緊急雇用創出事業費が減となったことなどにより、7.7％減の9,246万円の減。

　財産収入は、市有地売払収入の減により、2,197万円の減。

　繰入金は、東日本大震災復興交付金基金からの繰入金において、水産業共同利用施設復興整

備事業費などの減により、繰入金全体で14億5,931万円の減となった。

　なお、平成28年度は財政調整基金から、1億9,000万円の繰入を行った（平成28年度末財政調

整基金残高は23億3,561万円）。

　市債は、関本中学校区小・中一貫校建設事業、図書館建設事業、消防庁舎建設事業等に係る

地方債が事業の進捗等により減額となったため、51.1％減で22億6,551万円の減額となった。
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(3) 歳出決算の状況【目的別】

    総務費は、復興推進事業費の減により、5億138万円の減となりました。

　　民生費は、臨時福祉給付金、地域包括支援センター整備事業等の増により4億2,200万

　円の増、

　　衛生費は、市民病院補助金の減などにより、3億9,528万円の減、

　　農林水産業費は、水産業共同利用施設復興整備事業の減などにより11億8,929万円の減、

　　商工費は、地方創生事業の減により、7,142万円の減となりました。

　　土木費は、北町関本中線、磯原地区公園整備事業の増などにより7億1,138万円の増、

　　消防費は、消防庁舎建設事業の減などにより9億1,861万円の減、

（単位：千円）
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　　教育費は、関本中学校区小・中一貫校建設事業、図書館建設事業等の減で23億606万円の

　減となりました。

　　公債費は2,078万円の増、

　　諸支出金は、基金費において、東日本大震災復興交付金基金への積立金の減などにより、

　2億8,044万円の減となりました。

(4) 歳出決算の状況【性質別】

　　人件費は、職員の平均年齢の低下等により、1億2,045万円の減となっています。

　　扶助費は、臨時福祉給付金等の増により2億4,705万円の増、公債費は2,078万円の増となり、

　義務的経費全体では、1.9％増の1億4,738万円増となりました。

　　物件費は、関本中学校区小・中一貫校・新図書館の備品購入費等の減で1億8,493万円の減、

　　補助費等は、市民病院補助金の減などにより、3億7,206万円の減、

　　積立金は、東日本大震災復興交付金基金積立金等の減で、2億8,043万円の減、

　　投資・出資・貸付金は、水道事業出資金の増により、957万円増となりました。

　　繰出金は、国民健康保険事業や介護保険事業等への繰出しで3,488万円の増となりました。
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(5) 市債現在高

　　平成28年度末現在の一般会計の市債現在高は、205億9,393万円です。

　　前年度末現在高（197億9,383万円）と比べ、約8億円（4.0％増）の増となりました。

　関南小学校校舎、磯原地区公園等に係る地方債、臨時財政対策債等の発行による増です。

　

(6) 主な財政指標（普通会計）
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※財政力指数………基準財政需要額（地方公共団体が妥当かつ合理的な平均水準で行政運営を

　　　　　　　　　行った場合に要する財政需要を示す額）に対する基準財政収入額（標準的

　　　　　　　　　に収入しうると考えられる地方税等）の割合で、１に近いほど財源に余裕

　　　　　　　　　があるとされ、１を超える団体は、普通交付税の不交付団体となります。

　　　　　　　　　過去３カ年の平均値です。

※経常収支比率……財政の弾力性を表わす指標で、人件費、扶助費、公債費などの義務的な経

　　　　　　　　　常経費に、市税、地方交付税などの経常的な一般財源がどの程度充てられ

　　　　　　　　　ているかで算出されます。

　　　　　　　　　この比率が低いほど、財政構造に弾力性があることになります。

※公債費負担比率…一般財源総額に占める、公債費（地方債の元利償還金）に充当された一般

　　　　　　　　　財源の割合を示す比率であり、高いほど財政運営の硬直性の高まりを示し

　　　　　　　　　ます。

※実質公債費比率…一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模（地方交付税算定上の

　　　　　　　　　一般財源の総額）に対する比率です。［普通会計ばかりでなく、公営事

　　　　　　　　　業会計、一部事務組合分も含みます。過去３カ年の平均値です。］

※将来負担比率……一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。


